2016年8月9日～10日　改憲、天皇発言、臨時国会、民進代表選、辺野古・高江、長崎など
自民 改憲議論は野党に配慮し丁寧に
ＮＨＫ8月9日 20時33分
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自民党の二階幹事長ら新執行部は野党各党に就任のあいさつを行い、民進党が憲法改正については国会で慎重に議論するよう求めたのに対し、自民党は野党にも配慮しながら丁寧に議論を進めていく考えを伝えました。
自民党の二階幹事長ら新執行部は国会内で野党各党に就任のあいさつを行いました。このうち、民進党を訪れた際に長妻代表代行が憲法改正について、「いわゆる改憲勢力が衆参両院で３分の２の議席を占めているが慎重にじっくり議論するよう差配してほしい」と求めました。
これに対して二階氏は、「国会終盤に与野党が激突するようなやり方は好ましくない。最初から野党側とも十分に話し合いながらやっていきたい」と述べたほか、茂木政務調査会長も、「まずは議論を始めることが重要で、真摯（しんし）に対応したい」と述べ、野党側にも配慮しながら丁寧に議論を進めていく考えを伝えました。
天皇の生前退位、86％容認　世論調査、法整備「慎重に」4割

共同通信2016/8/9 20:24

　天皇陛下が8日のビデオメッセージで生前退位の実現に強い思いを示されたことを受け、共同通信は緊急の電話世論調査を実施し、86.6％が天皇の生前退位を「できるようにした方がよい」と容認していることが9日、明らかになった。

　退位を可能とするには皇室典範の改正など法整備が必要だが、今後の議論の進め方については慎重派が4割を超え、現天皇一代に限らず、恒久的な制度設計を求める意見が大半を占めた。

　調査は8、9両日、全国の有権者を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話するRDD（ランダム・デジット・ダイヤリング）法で実施した。

天皇陛下の生前退位　恒久的な制度必要７６％　世論調査

東京新聞2016年8月10日 朝刊
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　天皇陛下が八日のビデオメッセージで生前退位の実現に強い思いを示されたことを受け、共同通信は緊急の電話世論調査を実施した。天皇の生前退位容認は８６・６％とビデオ公表前と変わらず高率を維持し、現天皇一代に限らず、将来にわたる恒久的な制度設計を求める意見が７６・６％に上った。

　退位を可能とするには法整備が必要だが、今後の議論の進め方には５０％超が迅速な対応を求め、慎重派も４０％超と意見が分かれた。

　陛下はビデオメッセージで、高齢による衰えで将来「象徴の務めを果たしていくことが難しくなるのではないか」と懸念した。これに対し「公務を行うのが困難になれば退位した方がよい」との回答が８１・９％に上り、国民の間に理解が広がっていることが浮かんだ。一方、天皇の政治的発言を禁じた憲法との関係では、１６・２％が「問題がある」とした。

　調査は八、九両日に実施した。

産経新聞2016.8.8 19:21更新 
【天皇陛下「お気持ち」】共産党志位和夫委員長　記者会見全文　「憲法は生前退位を禁じていない」
　共産党の志位和夫委員長は８日、天皇陛下が「生前退位」のご意向を示されたことを受け、党本部で記者会見し、天皇制について「綱領上、その存廃については国民的な合意を得て決められるべきだということに留めている」と述べた。志位氏の発言は以下の通り。
◇
　－－天皇陛下がビデオメッセージで生前退位のご意向を強く示唆された。
　「高齢によって象徴としての責任を果たすことが難しくなるのではないかと案じているというお気持ちはよく理解できます。政治の責任として生前退位について真剣な検討が必要だと思います。以上です」
　－－生前退位を仮に認めるとする場合は、皇室典範の改正など国会の役割が出てくると思うが、こうした議論をいつぐらいに始まると想定するか
　「いつということはね、これはまだ、そういうことを言える段階ではありません。いずれにせよ、しかし、生前退位ということになれば、法的な措置が必要となってきますが、それは国民の合意、そして国民的な議論も踏まえて国会として政治の責任においてなされるべきだと考えております」
　－－共産党は象徴天皇制ついてはどのような立場か
　「私たちは現行憲法について現行憲法の前文を含めて全条項を守り平和的民主的諸条項の完全実施を目指すというのが綱領で書いてある立場です。ですからこの全条項という中にはもちろん天皇の制度の条項も入っているんです。ですからそれも含めて、きちっと守っていくというのが私たちの立場です」
　－－一方、綱領にはその存廃は情勢が熟したときに国民の総意によって解決されるべきものであるという文言もあるが、これはどういう意味を指しているのか
　「これは天皇の制度に対する将来的な展望について述べているわけであります。で、私たちは民主共和制ということを綱領上は、そういう立場に立っておりますが、天皇の制度はというのは憲法上の制度ですから、その存廃については国民的な合意を得て決められるべきだということにとどめております」
　－－政治の責任として検討が必要ということは、国会で立法措置の議論が始まった場合は、天皇陛下のお気持ちに沿う形で共産党としても実現に向けて検討していくのか
　「そこはですね、やはり現憲法では天皇は政治的権能を有さないという規定がございます。それにしっかりのっとった対応が必要になります。ですから、今日のご発言を直接受けた形での立法ということではなくて、今日のご発言については、私たちとしてはよく理解できますということです。そして、あくまでも政治の側の責任としてですね、生前退位について真剣な検討が必要だと、これは政治の責任として、今日のご発言はよく理解することができます。その上で、政治の責任としてあくまでもこれは、政治が責任を負う形で決められるべきだということで先ほど冒頭述べたような発言を致しました」
　－－本日のお気持ちの表明は政治的発言と理解しているのか
　「これは、そうならないように、よく配慮して発言されたのではないかと思って聞きました。直接の形でですね、生前退位、あるいは今の制度のあり方について述べられたわけではないと。そこは、政治的発言にならないようによくご配慮がされていたんではないかと思って聞きました。政治の側も、そこは政治の責任として対応といいますか、先ほど述べた生前退位という問題について検討が必要だと、政治の責任としてはということです」
　－－生前退位について示唆されたことはご発言から認められるという趣旨か
　「冒頭述べた通りです。ですからこれは高齢によって象徴としての責任を果たすことが難しくなるのではないかと案じているというご発言として聞きました。このお気持ちは良く理解できるということに尽きます」
　－－特別立法や皇室典範の改正の議論については
　「現時点でどういう対応ですね、法的な対応がいいかということは、まだそこまで踏み込んで述べることは控えたいと思います。可能性としては皇室典範の改正、そしてあるいは特別立法といういくつかのやり方があるんでしょうけれども、これは今後よく検討をしていけばよいのではないかと考えております」
　－－天皇陛下の公務負担の軽減の観点からどのような範囲で検討したらいいと考えるか
　「今日のご発言の内容というのは、公務軽減という話ではないと思うんですね。要するに、高齢になったことに従って象徴としての責任を果たすことが難しくなるのではないかということを案じているという、いわば高齢との関係でご発言だっと思うんです。ですから、私たちとしてはあまり話を広げないで、やはりそういう点をよく、私たちとしてはよく理解できますということを申し上げました。政治の側の対応としてもですね、いろいろと話を広げずに、先ほど述べたように生前退位という問題についての真剣な検討が必要になってくる。いろんな問題が関連してあると思いますけれども」
　－－国民的な議論という意味で、どういう方法を考えるか。国民の意見をどのように吸い上げるのか
　「この問題、先ほど冒頭言った、対応をやるとしてもですね、これは法律の改正の問題だと思っております。憲法の改定に関わる問題ではないと思っております。ただ、これはどんな法律でもそうですけれども、とりわけこういう国のあり方に関わる問題ですから、国民の合意をしっかり得て、ことを進めるべくいろんな手続きが必要だと思っています。それは今後、政府としても考えるでしょうし、私たちとしても必要なことは発言していきたいと思っています」
　－－共産党は国民の総意による将来的な皇室制度の廃止を掲げているが、去年９月の国民連合政府の構想提唱にあたって棚上げも表明している。その中で今年の国会の開会式には出席もしている。党として皇室制度のあり方について議論する考えはあるか
　「これは平成１６年の綱領を変えているときに、今の天皇の制度ついては突っ込んで議論を致しました。それまでは君主制の一種という規定付けがありましたけれども、政治的権能を有しないというふうに憲法で規定されている以上ですね、君主制と見ることは適切でないということを含めて随分突っ込んで憲法上の制度のあり方は党としては１６年の段階で議論をして、その内容を踏まえてですね、現綱領にどういうふうにしていくのかについての記述がなされています。ですから党として天皇の制度についての考え方の整理は１６年の党綱領で十分尽くされていると思っています」
　－－つまりこれから議論していく予定はない
　「そういう根本的な議論は、大体尽くされていると思っております。いろんな対応についてはね、この間、開会式その他、対応を発展させたものもありますけれども」
　－－今回の陛下のお言葉を受けた国会対応は基本的に法律改正などで、憲法改正について議論する必要はないという考えか
　「それはそう思っております。日本国憲法でですね、生前退位を禁じているとか、そういうことは一切ありません。私は日本国憲法に照らせば、これは１人の方が亡くなるまで、仕事を続けるというあり方は、これは見直すというのが日本国憲法の根本の精神に照らせば、そういうことになるのではないかと考えております。ですからこれは、法律の問題だというのが私たちの理解です」
　－－具体的にはどういうことか　
　「今言ったことに尽きます」
　－－基本的人権の観点か
　「やはり、人権、人間としての権利、これは広く保障されなければならないということです」
　－－国会で共産党として議論に応じるということか
　「もちろんです。政治の責任として生前退位についても真剣な検討が必要だと考えますと述べたわけですから、そういう方向で責任を果たしていくということが今後必要になってくると思います。ただ、どういう段取りでね、あるいはどういう時間軸でやるかについては、これは今何とも言えません。慎重な対応が必要だと思います。それから先ほども申しましたが、憲法４条のですね、政治権能を有しないというこの制限条項はしっかり守っていく必要が政治の側にも求められるわけですね。これは。ですからそこも良く考えて対応が必要になってくると思います」
　－－民進党の代表選に関して蓮舫代表代行が立候補したが、綱領や政策と違うところとは一緒に政権を目指すことはないなどと発言した
　「民進党の代表選挙の中で、まだ候補者の、名乗りを上げられているという段階だと思うので、そういう個々の方々のご発言にコメントすることは控えたいと思います。ただ、共産党と民進党、そしてまた野党４党の間では総選挙についても選挙協力を行おうという点でも党首間の合意があります。これは公党間の合意であり、公党間の約束事項だというふうに考えています。私たちはこの合意事項、約束事項に誠実に順守して対応していきたいという対応には変わりはありません」
　－－お気持ちを表明されたのは異例のことだが、こうしたことについての考えは
与野党に論点明示＝政府、来月に検討開始－生前退位
　政府は、生前退位の意向を強くにじませた天皇陛下のお気持ち表明を受け、有識者会議を９月後半をめどに設置し、皇室典範の見直しを含めた検討に着手する。有識者による検討で明確となった論点や方向性は与野党に説明し、幅広い合意形成に向けて国会での議論を喚起したい意向だ。
　政府関係者は９日、生前退位に関し、「どのような論点があるかを国民や国会に示しながら、大きな方向性を探っていく」と語った。
　憲法１条は天皇の地位を「国民の総意に基づく」と規定している。与野党対立の中で、その在り方を論じることは望ましくなく、政府は丁寧に一致点を探る方針。また、政府内の検討が国会の論議に先行し過ぎれば、陛下の「指示」で政府が動いたとも受け取られかねず、天皇の政治的発言を禁じた憲法に抵触する懸念もある。
　政府は有識者会議について、憲法学者や歴史家、文化人など１０人程度で構成する見通し。会議では、（1）恒久的な皇室典範改正か、一代限りの特別法か（2）天皇の意思に基づかない強制退位をどう防ぐか（3）退位後の天皇の地位－などが法制上の検討課題となる。（時事通信2016/08/09-22:55）
生前退位 自民に検討機関も　民進も議論へ
毎日新聞2016年8月10日　02時30分（最終更新　8月10日　02時30分）
　自民党は９日、天皇陛下が８日のビデオメッセージで生前退位の意向を強くにじませるお気持ちを表明されたことを受け、党内に検討機関を設置する調整に入った。民進党も国民的な議論を踏まえて協議する方針。政府が近く設置する有識者会議と合わせ、立法措置に関する政府と国会の議論が本格化しそうだ。 
　自民党幹部は９日、「党で何らかの検討機関を作ることになるだろう。テーマをできるだけ絞って議論を早く進めたい」と述べた。民主党政権が検討した「女性宮家」の創設などに議論が拡散すれば、賛否両論が出て時間がかかることが予想され、議論の対象は生前退位に限定すべきだとの意見が強まっている。 
　これに関連し、自民党の高村正彦副総裁は党役員連絡会で「象徴天皇制はいかにあるべきか、制度設計、立法作業もしなければならなくなるかもしれない。拙速はいけないが、ただ時間をかければ良いわけでもない」と述べた。 
　ただ、保守系議員の中には憲法や皇室典範に規定のない生前退位に抵抗感がある。「国民的な議論を待つべきだ」（中堅議員）との慎重論もあり、検討機関の設置に時間がかかる可能性もある。安倍晋三首相は９日、長崎市内での記者会見で「陛下のご公務のあり方についてどのようなことができるのか、これから十分に論議、検討を行っていきたい」と述べた。 
　民進党の岡田克也代表は８日、長崎市内で記者団に「国会での議論を踏まえつつ、党としての考えも議論しなければならない」と述べた。【大久保渉】 
生前退位、改憲論議に影響も＝天皇の地位議論避けられず
　生前退位の意向をにじませた天皇陛下のお気持ち表明を受け、政府・自民党内に、安倍晋三首相が悲願とする憲法改正の議論に影響する可能性があるとの見方が出ている。首相は秋の臨時国会から、衆参両院に設けられた憲法審査会で改憲項目の絞り込みを進めたい考えだ。しかし、天皇の地位に直結する生前退位の議論は、象徴天皇制を定めた憲法第１章をめぐる議論に発展しかねず、首相の想定通りに進展するかは不透明だ。
　自民党など憲法改正に前向きな勢力は衆参で、改憲の発議に必要な３分の２の議席を確保している。自民党内では世論の支持が得られやすいとして、参院の合区解消や緊急事態に備えた国会議員の任期延長が改憲項目に浮上している。
　ただ、政府関係者は憲法審査会での議論について、「象徴天皇の在り方、元首の位置付けなどの議論となり、憲法論議に影響するかもしれない」と指摘、審査会での議論が拡散することに懸念を示す。一方、民進党幹部は９日、「陛下の発言をめぐり、憲法改正が必要かは別にして、議論は必要だ」と述べ、象徴天皇制について十分議論する必要があると強調した。
　首相は、２０１８年９月までの自民党総裁任期中の改憲実現に意欲を示しているが、憲法審査会の議論の行方次第では、首相が描くスケジュールに影響が出そうだ。このため、自民党内では「陛下の問題と憲法論議は切り分けるべきだ」（ベテラン）との意見や、「憲法問題と結び付けたら、かえって改憲反対勢力を勢いづかせる」（幹部）との声も上がっている。（時事通信2016/08/09-19:09）
天皇陛下お気持ち 　有識者会議を設置へ　政府
毎日新聞2016年8月9日　06時30分（最終更新　8月9日　11時30分）
　安倍晋三首相は８日、天皇陛下のお気持ちの表明を受け、「国民に向けてご発言されたということを重く受け止めている」と述べ、政府として対応を検討していく考えを表明した。政府は、広く国民の代表から意見を聞く有識者会議を設置し、議論を踏まえて法整備を検討する。 
　首相は陛下のビデオメッセージ放映が終了した約１５分後、首相官邸で、記者団の前で用意された原稿を読み上げる形で発言した。この中で首相は「ご年齢やご公務の負担の現状に鑑みるとき、天皇陛下のご心労に思いをいたし、どのようなことができるか、しっかり考えていかなければいけない」と語り、検討に入る考えを示した。具体的な対応についての言及は避け、首相自らの受け止めを示すにとどめた。陛下の発言が憲法で禁じられている天皇の政治的行為だと指摘されないよう、すぐに対応を示すことを控えたとみられる。 
　この後、記者会見した菅義偉官房長官は首相の発言について「天皇陛下のお言葉に対し、率直な思いを述べた」と説明。そのうえで、陛下のお気持ちについて「国政に影響を及ぼすようなご発言ではなく、憲法との関係で問題になるとは考えていない」と述べた。 
　皇室典範には退位の規定がないため、生前退位を実現するには、皇室典範改正や特別立法などの法整備が必要となる。政府は憲法上の問題を指摘されないよう、一定の時間を置いたうえで有識者会議を設置し、政府が主体的に検討する形を取る考えだ。【田中裕之】 
政府 憲法枠内で天皇陛下のご意向に沿う方策探る
ＮＨＫ8月9日 4時04分
政府は、天皇陛下がお気持ちを表されたことを受けて、今後、有識者会議を設けるなどして具体的な対応を検討する方針で、天皇の政治的発言を禁じた憲法に抵触しないよう細心の注意を払いながら、憲法の枠内でご意向に沿う方策を探ることにしています。
天皇陛下がお気持ちを表されたことを受けて、安倍総理大臣は「天皇陛下が国民に向けてご発言されたということを重く受け止めております。天皇陛下のご公務の在り方などについては、どのようなことができるのかしっかりと考えていかなければいけないと思っています」というコメントを読み上げました。
また菅官房長官は、記者団が「天皇陛下の発言は天皇の政治的な発言を禁じた憲法に抵触しないのか」と質問したのに対し、「国政に影響を及ぼすようなご発言ではなく、憲法との関係で問題になるというふうには考えていない」と述べました。
政府は、天皇陛下がお気持ちを表されたことを受けて、今後、各界の代表からなる有識者会議を設けるなどして具体的な対応を検討する方針です。ただ、９日から間を置かずに検討に着手すれば、憲法に抵触するおそれがあるとして、一定の期間を置いて、政府独自の判断で有識者会議を設置した形を取ることにしています。
一方、天皇の恣意的（しいてき）な退位や生前の譲位について、政府は「天皇は政治的な権能を有しない」とする現行憲法の規定との間に問題が生じるおそれがあるとして、これまでの国会答弁などで否定的な見解を示してきました。このため、政府は従来の見解などとの整合性を取りながら、皇室典範の改正や特別法の制定など現行憲法の枠内で、天皇陛下のご意向に沿うとともに国民の幅広い賛同を得られる方策を探ることにしていますが、今後、多様な意見が出て難しい対応を迫られることも予想されます。
「生前退位の意思」と報道＝改憲論けん制？－韓国紙


天皇陛下のメッセージを大きく報じる９日付の韓国紙
　【ソウル時事】９日付の韓国各紙は、天皇陛下のビデオメッセージ公表について、「生前退位の意思表明」（朝鮮日報）などと大きく報道した。
　同紙は、天皇がお言葉の中で「憲法の下、天皇は国政に関する権能を有しません」と話され、「象徴」という言葉を繰り返した点を挙げ、「天皇を国家元首にすべきだという改憲論に間接的にくぎを刺した」と解説。「生前退位表明は、安倍晋三首相への政治的打撃になるとの分析もある」と伝えた。
　東亜日報も「改憲へのけん制球？」という見出しを掲げ、天皇が「憲法の精神」を強調したと指摘。皇室典範の改正作業などが始まれば、改憲論議の延期は不可避という見方が支配的だと伝え、「改憲の信号弾を打ち上げるのは、かなり負担が重くなった」と報じた。（時事通信2016/08/09-09:07）
お気持ち表明、ＮＨＫで１２．１％　ネットでも話題に
朝日新聞デジタル2016年8月9日11時48分
　宮内庁が８日に公表した天皇陛下のお気持ちを示すビデオメッセージに、ネットでも書き込みが相次いだ。陛下の表現に親しみを感じたり、健康を気づかったりする感想が目立った。
　「高齢なため、いろいろな面で国民に迷惑かけるんじゃないかと天皇陛下は思っている」「陛下だって我々と同じように年を重ねる。家族の事を思う普通のお父さんなんだと思う」……。ツイッターでは、メッセージで触れられた加齢の影響や代替わりに伴う儀式の負担などについて、多くつぶやかれた。一方、皇位が権力争いの場になった歴史から「本人が望んでいるかどうかで結論が出せる話じゃない」との意見もあった。
　メッセージの文面について「やわらかい物言いなのにところどころガツンと来る」「卓越した日本語力」といった感想も。陛下が用いた「殯（もがり）」という葬送の儀式を指す言葉に、「初めて知った」との声もあった。
　ビデオメッセージに映し出された陛下の後方に置かれた皿に関心を寄せる人も多かった。宮内庁によると、皿はメッセージが収録された皇居・御所の応接室に普段から飾られているもので、詳細については陛下にお仕えする侍従職も把握していないという。
　メッセージは８日午後３時に地上波テレビ全局が一斉に伝え、ビデオリサーチによると、平均視聴率（関東地区）はＮＨＫが最も高い１２・１％で、民放は４・９～１・０％。名古屋地区はＮＨＫが１３・１％で、民放は６・７～１・５％。北部九州地区はＮＨＫが１０・７％で、民放は５・３～２・３％だった。前日までの１週間をみると関東地区の同時間帯は最高５・９％で、関心の高さをうかがわせた。
臨時国会召集、来月下旬で再調整＝民進代表選に配慮－政府・自民
　政府・自民党は９日、次期臨時国会について、９月下旬の召集を視野に日程の再調整に入った。当初は同１３日召集の方向だったが、民進党が直後の同１５日に岡田克也代表の後継を選出する党大会を開催するため、配慮する必要があると判断した。召集日を変更する場合、安倍晋三首相が国連総会などの外遊から帰国後の同２６日が軸になりそうだ。
　自民党の二階俊博幹事長は９日の記者会見で、臨時国会の召集時期に関し、「これから慎重に考えていきたい。民進党大会のことは十分、頭に入れて対応していきたい」と述べた。これに先立ち二階氏は党本部で菅義偉官房長官と会談。国会日程をめぐり意見交換したとみられる。　
　政府・自民党は、総合経済対策を柱とする２０１６年度第２次補正予算案や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案、消費税増税を再延期する関連法案などの案件を処理するため、９月１３日から臨時国会を開く意向だったが、民進党は、党大会と重ならないよう求めていた。
　民進党の要請を拒否すれば、臨時国会が冒頭から混乱するのは必至で、政府関係者は「民進党の新代表が選ばれる前にはやれない。召集日は（９月１３日より）もっと後ろだろう」と指摘した。（時事通信2016/08/09-16:38）
自民 二階氏 臨時国会召集は民進の代表選踏まえ調整
ＮＨＫ8月9日 12時37分
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自民党の二階幹事長は、秋の臨時国会の召集時期について、民進党の代表選挙が、来月１５日に行われることを踏まえて、政府側と調整したいという考えを示しました。
この中で、自民党の二階幹事長は、秋の臨時国会の召集時期について、「政治的なテーマとしては、いま、いちばん大事なことだ。来月中旬や下旬といった時期を政府も考えているようだが、私どもも、これから慎重に考えていきたい」と述べました。
そのうえで、二階氏は、民進党の岡田代表の任期満了に伴う代表選挙が、来月１５日に開かれる臨時の党大会で行われることに関連して、「民進党の党大会のことは、十分頭に入れて対応していきたい」と述べ、民進党の代表選挙の日程を踏まえて、政府側と召集時期を調整したいという考えを示しました。
共産、福岡６区補選に新人＝民進代表、野党一本化促す
　共産党福岡県委員会は９日、鳩山邦夫元総務相の死去に伴う衆院福岡６区補選（１０月２３日投開票予定）に、新人で党県委員の小林解子氏（３６）を公認候補として擁立すると発表した。民進党は同補選で、在インド日本総領事館元職員で新人の新井富美子氏（４９）の公認を決定済み。両党は、先の参院選１人区と同様に、候補者を一本化して共闘することも視野に入れている。
　民進党の岡田克也代表は９日、福岡県久留米市で記者団に対し、「１人を選ぶ選挙だから、なるべく野党が固まって連携していくことが重要だ」と述べ、候補一本化が望ましいとの考えを表明。共産党県委員会の岡野隆委員長も記者会見で、共闘について「最後まで探求して実現したい」と述べた。（時事通信2016/08/09-19:07）
しんぶん赤旗2016年8月10日(水)

衆院選へ野党共闘を　オールみやぎの会が各党訪問
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（写真）懇談する（右から）加藤県書記長、中島県委員長と葛西氏＝９日、仙台市


　「野党共闘で安保法制を廃止するオールみやぎの会」は９日、日本共産党宮城県委員会を訪れ、衆院選に向けた野党共闘を発展させるよう求める要請を行いました。１０日には、民進党県連と社民党県連合にも要請をする予定です。

　要請書では、国会で憲法改正発議が可能な３分の２を改憲勢力が持ったこと、南スーダンの自衛隊に「駆けつけ警護」任務を付与しようとしていることに触れ、「憲法危機の時代」と指摘。きたるべき衆院選は歴史的に重要として、国民共闘発展のため、直ちに野党間、野党と市民の協議を始めてほしいと求めています。

　党県委員会の中島康博県委員長と加藤幹夫県書記長に、オールみやぎの会の葛西友彦氏が要請書を手渡し「１１の１人区で野党統一候補が勝利できたことは野党共闘の可能性を示している。宮城では、地方議員の共同行動も進み、この確信を全国に発信していきたい」と述べました。

　中島県委員長は「大いに歓迎して受け止めたい。野党の党首会談では、参院選に限らず、国政選挙での協力を合意している。私たちはこれを受け止め、宮城県でも野党共闘を実現したいと考えている」と応じました。

対決か協調か、早くもさや当て＝自民執行部があいさつ回り


民進党控室にあいさつに訪れ、蓮舫代表代行（左端）と握手する自民党の二階俊博幹事長（右から２人目）ら＝９日午後、国会内
　自民党の二階俊博幹事長ら新執行部は９日、国会内で民進党など野党各党にあいさつ回りをした。秋の臨時国会を前に、両党幹部が早くもさや当てする場面もみられた。
　民進党の長妻昭代表代行は「衆参で改憲勢力が３分の２を占めたので、慎重にじっくりと議論を」と注文。これに対し、自民党の高村正彦副総裁は「公明党が改憲勢力ならば、民進党も改憲勢力ではないのか」と切り返した。
　一方、茂木敏充政調会長が同席していた蓮舫代表代行に「代表かと思った」と声を掛けると、蓮舫氏が「困ることを言わないでほしい」と苦笑いする一幕も。
　最後に二階氏が「（国会の）会期の終わりごろに激突するようなやり方はまずい。最初から話し合っていくことが大事だ」と締めくくり、与野党協調を呼び掛けた。（時事通信2016/08/09-18:04）
産経新聞2016.8.9 18:14更新 
茂木敏充政調会長、民進・蓮舫代表代行に「代表かと思った…」と軽口　自民新執行部が野党にあいさつ回り

民進党を訪れ、山尾志桜里政調会長（左）と挨拶を交わす自民党の茂木敏充政調会長（右）＝９日午後、国会内（斎藤良雄撮影） 
　自民党の二階俊博幹事長ら幹部が９日、国会内にある野党各党の控室を訪ね、新執行部発足のあいさつを行った。
　岡田克也代表が長崎への出張のため不在だった民進党へのあいさつでは、自民党の茂木敏充政調会長が民進党代表選（９月１５日投開票）への出馬を表明した蓮舫代表代行に対し「代表かと思いましたよ。風格が」と冷やかし、ふだんは口達者な蓮舫氏が当惑顔で言葉を詰まらせる場面も。「コメントに困ること言わないでください」と答えるのが精いっぱいだった。
　一方、蓮舫氏は自民党の幹部に女性がいないことを指摘。これに対し二階氏は、３日の内閣改造で防衛相に就任した稲田朋美前政調会長を念頭に「あいさつだけは連れてきたらよかったな」とぽつり。高村正彦副総裁は、党四役と自身を含めた５人の平均年齢が６９・２歳で、“高齢化”が進んでいることを意識してか、「１億総活躍で年寄りも活躍するんです」と笑いを誘った。
　憲法改正に関しては、民進党の長妻昭代表代行が「慎重にじっくりと議論をしていただくようにぜひ差配を」と牽制。高村氏が「公明党が改憲勢力ならば、民進党も改憲勢力じゃないですかね」と応戦し、茂木氏が「まず議論をスタートするということが重要ですから」と引き取った。
産経新聞2016.8.9 19:13更新 
自民党新執行部の民進党あいさつ詳報　蓮舫代表代行に「代表かと思った…」と軽口　憲法改正議論で牽制も
　自民党は９日、二階俊博幹事長ら党幹部が国会内にある野党各党の控室を訪ね、新執行部発足のあいさつ回りを行った。自民党側は二階氏のほか、細田博之総務会長、茂木敏充政調会長、古屋圭司選対委員長、高村正彦副総裁、小此木八郎国対委員長代理が参加。民進党の控室では蓮舫、長妻昭両代表代行、枝野幸男幹事長、山尾志桜里政調会長の応対を受けた。岡田克也代表は長崎出張のため不在だった。主なやりとりは以下の通り。
◇
　《２人の女性党役員が出席した民進党側は早速、自民党の新役員に女性が起用されなかったことをチクリ。“先制攻撃”を受けた形の自民党側は民進党代表選（９月１５日投開票）に言及した》
　蓮舫氏「女子が、女性が（党役員にいない）」
　高村氏「（稲田朋美前政調会長を）内閣に入れちゃいましたから」
　二階氏「（稲田氏を）連れてきたらよかったな。あいさつだけは」
　細田氏「年寄りが多い」
　蓮舫氏「そんなことございません」
　高村氏「１億総活躍で年寄りも活躍するんです」
　長妻氏「今日、（岡田克也）代表は長崎のほうに行っていて。大変失礼しました」
　二階氏「ご苦労さまでございます」
　茂木氏「（蓮舫氏に対し）代表かと思いましたよ」
　蓮舫氏「…。コメントに困ること言わないでください」
　茂木氏「風格が（ある）。なんか」
　《ここで長妻氏が公共事業に言及し、対決姿勢をにじませ始めた。隣に座っていた「仕分けの女王」を引き合いに出しながら、厳しい監視をしていく考えを示した》
　長妻氏「まじめな話をさせていただくと、ちょっと公共事業について、いい公共事業はいいと思うんですけれども、ムダが混じっているような公共事業が増える予感もいたしますので、そうならないように、かつて（事業）仕分けをされた蓮舫さんもおりますので、われわれもしっかりと予算、委員会、審議していきたいと思います」
　二階氏「しっかりやってください」
　高村氏「ただちに内需に結びつくようなものだけ選んでやるつもりなんですけどね。まぁ、チェックしていただくことはいいことなんで、よろしく」
　《話題は二階氏が衆院予算委員長を務めていた頃の思い出話にも発展。長妻氏が当時の与野党対決を強調した一方、二階氏は「円満」をアピールし、笑いを誘った》
　長妻氏「予算委員会の委員長時代には、いろいろ塩崎（恭久）さんと対決してやっているときにご指導いただきました」
　二階氏「いやいや、もう大変円満にやりましたよね」
　長妻氏「いえいえ。まぁ、ちょっと円満でした」
　二階氏「最後だけちょっと…な。最後はね、『こんなところで採決したらけしからん』と言われるから、『今日まで全部あなたの言うことをみな聞いてきた。今日だけはやらしてもらう』と言ってね。最後の１回だけ。後はみんな言う通り」
　長妻氏「いえいえいえ」
　高村氏「平生は７割方野党の言うことをきいて、最後だけ５割ぐらい（笑）」
　《長妻氏が最後に持ち出した話題は憲法改正だった。衆参両院で「改憲勢力」が３分の２を占める現状を踏まえ、拙速な議論をしないよう牽制した》
長妻氏「あとは憲法で３分の２の、いわゆる改憲勢力といわれているところが衆参で占めましたので、慎重にじっくりと議論をしていただくようにぜひ差配をいただいて」
　高村氏「だけど、例えば公明党が改憲勢力ならば、民進党も改憲勢力じゃないですかね」
　長妻氏「ただ、まぁ…」
　高村氏「違います？」
　長妻氏「自民党が出している憲法草案というのが、それをベースに議論されるということで、ということは連立を組んでいる公明党もそこに引きずられるんではないかという危惧を持っていると」
　高村氏「ベースということは、こだわるということじゃありませんから。こだわるつもりは毛頭ない」
　長妻氏「ベースという話が出ているので…」
　茂木氏「まぁ、あまり気にされずに。本当に、真摯に議論していくと。まず議論をスタートするということが重要ですから」
　長妻氏「政調会長はそういうところの要でありますんで、ぜひ」
　茂木氏「よろしくお願いいたします」
　二階氏「連絡を密にしてね、話し合いをして。会議の終わる頃に激突するようなやり方はまずいよね。最初から話し合っていくことが大事。よろしくお願いします」
　一同「ありがとうございました」
＜民進党＞「蓮舫代表」無投票の動き…非執行部系は反発
毎日新聞 8月9日(火)20時20分配信 
　９月の民進党代表選で、執行部内に蓮舫代表代行の無投票当選を模索する動きが出ている。現在の執行部の骨格を維持する狙いからだが、非執行部系は代表選後の人事刷新を主張しており、反発を強めている。【朝日弘行、樋口淳也】
　非執行部系の細野豪志元環境相は９日、記者団に「新しい代表をしっかり支える立場に立ちたい。代表選の出馬は見送りたい」と語り、不出馬を正式表明した。蓮舫氏について「極めて有力な候補だ」と支援に前向きな考えを示した。
　蓮舫氏の支援の中核は岡田克也代表、枝野幸男幹事長、安住淳国対委員長ら執行部メンバーだ。岡田氏は４日の記者会見で「新しい人が力をつける中で選挙はきちんとやった方がいい」と語ったが、岡田氏側近は「野党の代表選は『コップの中の嵐』で世間の関心はない。無投票でいい」と対抗馬擁立の動きをけん制している。
　非執行部や中間派は、現執行部が影響力を維持する狙いがあると警戒する。中間派の旧維新の党グループの幹部は無投票について「頭（代表）だけ代わって体（執行部）はそのままになりかねない」と懸念を示す。党勢回復には政権を失った旧民主党の中軸が主導する現執行部の刷新が必要との意見も根強い。
　ただ、有力候補とみられた細野氏が非執行部系とたもとを分かったことで、対抗馬擁立はさらに難航しそうだ。細野氏との連携を模索してきた前原誠司元外相は戦略の練り直しを迫られ、９日にはリベラル系の赤松広隆元農相と会談して支援を要請。長島昭久元副防衛相らとの一本化で出馬を目指すが、「無投票阻止を掲げて前原氏を差し出すことはできない」（前原氏側近）と厳しい状況に追い込まれている。
　無投票になれば、蓮舫氏に白紙委任を与えることになる。大畠章宏元経済産業相のグループや旧維新グループなどは「無投票阻止」に向け連携できる候補を探っており、対抗馬擁立の動きはお盆明けにヤマ場を迎えそうだ。
細野氏、代表選は不出馬＝蓮舫氏支持を示唆－民進


民進党の代表選不出馬を表明する細野豪志元環境相＝９日午後、東京・永田町の衆院第１議員会館
　民進党の細野豪志元環境相は９日午後、東京都内で開いた自らのグループの会合で「新しい代表を皆で支える立場に立ちたい。代表選出馬は見送りたい」と述べ、立候補しない意向を表明した。細野氏は記者団に、不出馬の理由について「誰ならば国民に受け入れられるか、聞く耳を持っていただけるか。それが果たして私なのかどうか熟慮し、方向性を出した」と説明した。
　細野氏は既に出馬表明している蓮舫代表代行について記者団に、「極めて有力な候補だ」と述べ、支持する考えを示唆。蓮舫氏が憲法改正の国会論議に積極的に参加する考えを示したことに関しては「いい発言をされた。評価できる」とも述べた。
　蓮舫氏は現執行部メンバーが推しており、保守系の細野氏も支援に回れば、蓮舫氏が一段と優位な情勢になりそうだ。細野氏は蓮舫氏と会談した上で、最終的な対応を決める考えだ。　
　一方、前原誠司元外相は９日午後、旧社会党系グループの赤松広隆前衆院副議長と会い、代表選出馬への意欲を伝え、支援を求めた。赤松氏は「応援するかどうかは別にして（代表選に）出た方がいい」と語った。（時事通信2016/08/09-17:42）
民進 　細野氏、党代表選に立候補せず
毎日新聞2016年8月9日　07時30分（最終更新　8月9日　07時41分）
　民進党の細野豪志元環境相（４４）が９月の党代表選に立候補せず、蓮舫代表代行（４８）を支援する意向を関係者に伝えていたことが分かった。９日に自身のグループの会合で説明する見通しだ。細野氏が蓮舫氏の支援を決断したことは、ほかの保守系グループの動向だけでなく、代表選の構図に影響する可能性がある。 
　細野氏は８日、東京都内で自らに近い議員数人と会談し、立候補見送りを前提に対応を協議した。細野氏との連携を探る大畠章宏元経済産業相のグループも国会内で会合を開くなど、代表選を巡る駆け引きが活発化している。 
　５日に立候補表明した蓮舫氏が「提案型の政党」を目指す考えを示したことについて、細野氏は同日のツイッターで「賛同できる」と評価し、代表選への対応を「仲間と相談した上で最終的に判断したい」と述べた。これに先立ち、蓮舫氏と３日に会談した際にも「一定の接点はあった」と記者団に語るなど、蓮舫氏を支援する意向を示唆していた。 
　蓮舫氏は記者会見で、参院選での共産党との選挙協力の成果を認めつつ、見直す余地を残し、同党との連立政権は明確に否定した。選挙協力に慎重な立場をとってきた細野氏は、蓮舫氏の一連の発言を踏まえて支援は可能と判断したとみられる。 
　前原誠司元外相や長島昭久元副防衛相は細野氏を含めた候補者一本化を目指してきただけに、戦略の見直しを迫られそうだ。 
　細野氏は衆院静岡５区、当選６回。旧民主党幹事長、政調会長などを歴任した。昨年１月の民主党代表選に立候補したが、岡田克也氏（民進党代表）に決選投票で敗れた。【樋口淳也】 
民進代表選 細野氏立候補せず 蓮舫氏支持に含み
ＮＨＫ8月9日 16時15分
民進党の細野元環境大臣は、記者団に対し、来月行われる代表選挙への立候補を見送る考えを明らかにするとともに、すでに立候補を表明している蓮舫代表代行を支持することに含みを持たせました。
この中で、細野元環境大臣は、党の代表選挙への対応について、「この政党を、もう一度政権政党にするために、私自身は新しい代表を支える立場に立ち立候補は見送りたい」と述べました。
さらに、細野氏は、「執行部、反執行部ということを乗り越えて、党を一つにしてくれる人がいるのであれば、それがいちばん望ましい」と述べたうえで、すでに立候補を表明している蓮舫代表代行について、「極めて有力な候補だ。共産党との関係について、もう一度蓮舫氏と話をしたうえで、支持するかどうか結論を出したい」と述べ、支持することに含みを持たせました。
産経新聞2016.8.10 01:00更新 
【政界徒然草】実は民進党最大勢力は旧維新の党の面々だった！　「ゾンビ議員の見本市」が代表選でキャスティングボート握るのか？


　右から左までさまざまな議員集団が割拠する民進党に最大の勢力が誕生した。旧民主党に飲み込まれる形で合流した旧維新の党の出身者２３人によるグループである。岡田克也代表の任期満了に伴う代表選（９月１５日投開票）でキャスチングボートを握ろうという狙いがあるのは明々白々だが、その顔ぶれをつぶさに見ていくと…。
　「民進党の現状には大変な危機意識を抱いている。せっかく苦労して新しい政党を作ったにもかかわらず、相変わらず旧民主党気分で、旧民主党の方々が主導して、過去の民主党政権の負のイメージ引きずったままやっている。『改革政党なんだ』ということを政策面でも訴えていただける、そうした候補者を（代表選で）ぜひとも擁立しなければいけない」
　旧維新で代表を務めた民進党の江田憲司代表代行は８月３日、グループ結成の記者会見で力を込めた。
　グループの規模は、細野豪志元環境相が会長を務める党内唯一の派閥「自誓会」（約１５人）、前原誠司元外相率いる「凌雲会」（約２０人）など、旧民主党時代から続く各グループをしのぐ。代表選は、現時点では蓮舫代表代行が最有力候補とみられているが、「江田氏は『数の力』を武器に無投票だけは阻止する構えだ」（党関係者）という。
　２３人のうち、選挙区と比例代表の重複立候補制度がある衆院の２１人を見ると、平成２６年の前回衆院選で選挙区を制したのは江田氏ら４人に過ぎない。なんと１７人もの議員が比例復活当選なのである。４万票以上の大差で自民党候補を破った江田氏のような議員は、旧維新グループでは例外的な存在といっていい。
　しかも、１７人のうち、惜敗率（当選者の得票に対する落選者の得票の割合）が７０％以下の議員は１１人にものぼる。９０％台や８０％台の惜敗率なら「一歩及ばなかった」とみることもできるが、７０％以下ともなると「有権者からノーを突きつけられた」と断じるほかない。旧維新出身者を除く民進党の衆院議員（７５人）のうち、「７０％以下」に該当するのがわずか１人だということを考えると、このグループのダメっぷりが分かるというものだ。
　ちなみに、選挙区を勝ち上がった江田氏ら４人は全員が旧結いの党出身である。対照的に、比例復活１７人のうち１０人は、かつて旧民主党から逃げ出し、民進党結党を機に実質的な復党を果たした「出戻り組」だ。
　選挙に弱い議員たちが、落ち目と見た旧民主党に見切りをつけ、橋下徹前大阪市長の人気に乗じて何とか選挙を乗り切り、あげくの果てに元の鞘へ収まる－。野党第一党の最大グループを気取ってみたところで、その実相は節操なき政界渡り鳥の群れでしかない。
　もちろん、「出戻り」でもなく選挙にも強い旧結いの党のメンバーに対しては、こうした批判は当たらないだろう。とはいえ、地元の選挙区ですら自民党候補に勝てない議員が大多数を占めるグループが、「政権獲得」を最大眼目に据える野党第一党の党内政局を動かそうというもくろみは、何とも滑稽に思えて仕方ない。旧維新グループが訴える、党内の改革マインド喚起などの主張にはおおいに賛同するが、与党と伍することのできない議員が何を唱えても説得力はない。政権奪取をうたう以前に、自らの足元すらおぼつかないのだから。
　「数の力」を背景に党内力学に影響を与えようという旧維新グループの姿には、どこか既視感も伴う。旧民主党時代に小沢一郎氏（現・生活の党と山本太郎となかまたち代表）が率いたグループである。何かが決まりそうになるたびに徒党を組んで執行部を突き上げる、あの「決められない政治」が民進党に再来することになるのか。そういえば、旧維新グループにはかつて小沢グループに所属していた面々もちらほら…。
（政治部　松本学）
産経新聞2016.8.9 21:24更新 
【民進党代表選】前原誠司元外相、出馬の意向固める　細野豪志元環境相は不出馬表明、蓮舫代表代行支援も　非主流派の構図変質

前原誠司元外相（鴨川一也撮影） 
　民進党の前原誠司元外相は９日、岡田克也代表の任期満了に伴う党代表選（９月１５日投開票）に出馬する意向を固め、旧社会党系グループを率いる赤松広隆前衆院副議長に支援を要請した。前原氏と同じ非主流派では、細野豪志元環境相が９日、不出馬を表明し、蓮舫代表代行の支持も示唆。共産党との共闘を進める主流派と、路線転換を迫る非主流派による対決と想定された代表選の構図が変わりつつある。
　関係者によると、前原氏は赤松氏との会談で、立候補に必要な推薦人２０人について、自身のグループ「凌雲会」から約１０人を集め、残りを大畠章宏元国土交通相の「素交会」と旧維新の党グループなどから確保する意向を説明したという。
　党内保守系の筆頭格である前原氏は、リベラル系の赤松氏と組むことで、「党一丸となって取り組む姿勢」をアピールする狙いがあるとみられる。赤松氏は近く自身のグループ議員を集めて対応を協議する。
　一方、細野氏は９日、都内で自身の派閥「自誓会」の会合を開き、不出馬を確認した。会合後、記者団には「今（代表が）誰ならば国民に受け入れられるか。それが私かどうかを熟慮した」と述べた。
　その上で蓮舫氏を「極めて有力な候補」と指摘。今後、蓮舫氏と直接面会して共産党との共闘のあり方などを確認し、支持の可否を判断する考えを示した。
防衛相と米陸軍司令官 連携強化で一致
ＮＨＫ8月8日 20時38分
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稲田防衛大臣は防衛省で、アメリカ太平洋陸軍の司令官と会談し、北朝鮮が弾道ミサイルの発射を繰り返していることを受けて、日本とアメリカ、韓国の３か国が一層連携を強化していくことが重要だという認識で一致しました。
稲田防衛大臣は、８日午後、防衛省で、ことし５月に就任し、日本を訪れているアメリカ太平洋陸軍のブラウン司令官と会談しました。
この中で稲田大臣は、「日本を取り巻く環境は大変、厳しくなっており、この週末も尖閣諸島周辺に中国の公船や漁船が来て、非常に緊迫した状況が続いている」と述べました。
そして稲田大臣は、北朝鮮が今月３日に中距離弾道ミサイルを発射し、秋田県沖の日本の排他的経済水域内に落下したとみられることを踏まえて、「北朝鮮による弾道ミサイルの脅威がますます高まっており、日米に加え、韓国を含めた協力が重要だ」と述べました。
これに対しブラウン司令官は、「在日アメリカ軍には高性能のレーダーや迎撃ミサイルがあるので協力を進めていきたい」と述べ、日本とアメリカ、韓国の３か国が一層連携を強化していくことが重要だという認識で一致しました。
また、両氏は、ことし３月に施行された安全保障関連法を踏まえて、日米両国による共同訓練を実施していく必要性も確認しました。
第三国軍の参加「禁じていない」　在日米軍基地使用で閣議決定

沖縄タイムス2016年8月9日 08:09

　【東京】英国軍兵士が米軍キャンプ・シュワブやハンセンで米海兵隊の訓練に参加していることが情報公開により明らかになった問題で政府は８日、在日米軍の施設・区域内における米軍の活動へ、第三国の軍隊や軍人の参加が「いかなる態様であっても日米安保条約上禁じられているものではない」とする答弁書を閣議決定した。条約の許容範囲か否かは、個々の事案に即して判断されるとした。



キャンプ・ハンセン

　在日米軍基地などの使用は、米軍以外が訓練目的で使用することは条約上認められないとしている。その上で、答弁書は米軍の訓練に第三国軍が参加するケースについては含みを持たせた内容だ。英国軍兵士の訓練参加については、「英国政府に確認中」とした。

　米軍とともに第三国軍が訓練することは、禁じられているとの見解を日本政府は過去に示している（１９７１年１２月１日、参院本会議）。しかし、２０１５年８月２７日の参院外交防衛委員会で、「米軍の活動に第三国人が参加することがいかなる場合でも日米安保条約上禁じられているかどうかについては、個々の事案に即して判断する必要がある」と答えていた。

　答弁書では、国連軍が使用できる嘉手納基地や普天間飛行場、ホワイトビーチの過去の使用歴については「国連軍の運用の詳細に関わる」として答えなかった。照屋寛徳衆院議員と糸数慶子参院議員の質問主意書に答えた。

しんぶん赤旗2016年8月10日(水)

県道周辺また封鎖　沖縄・高江　抗議者ら警戒強める
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（写真）儀保さんから高江の現状について説明を受ける琉球大や獨協大の学生たち＝９日、沖縄県東村高江


　米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）の新たなオスプレイパッド（着陸帯）建設に反対する市民が９日、砂利搬入のため県道を北上する工事車両に向けた抗議行動に取り組んだのに対し、警察は県道周辺で封鎖や交通規制を敷きました。

　午前８時前から、抗議参加者の乗った車が搬入車列の間に入って低速で運転するなど搬入を遅らせる行動を開始。

　警察は、東村側２カ所と国頭村側１カ所で搬入車以外の通行をストップさせ、抗議者や車を排除した上でＮ１ゲートから搬入を強行しました。

　座り込みテント撤去の恐れがある「Ｎ１裏」では、１００人以上が泊まり込んで警戒態勢を続けています。

　この日、大学生１４人が砂利搬入の終わったＮ１ゲート前を訪れ、「ヘリパッドいらない住民の会」の儀保昇さん（６１）が現状を説明しました。

　使えない訓練場を返す代わりに基地機能の強化を要求する着陸帯建設の不当性や、民意と法を無視して工事が強行されていることに、獨協大学の学生(２２)は「私たちも受け身じゃいけないと思いました。でも、全国メディアが沖縄で何が起きているのか、もっと発信してほしい｣と話していました｡

　玉城武光（共産党）、瀬長美佐雄（共産党）、親川敬（無所属）の３県議がＮ１裏での座り込みに駆けつけました。

沖縄振興費、３０００億円割れも＝鶴保担当相が言及
　鶴保庸介沖縄担当相は９日、２０１７年度予算で沖縄振興費が第２次安倍政権以降維持してきた３０００億円を下回る可能性に言及した。鶴保氏は那覇空港で記者団に「３０００億円必要なのかどうかは振興策全体の中で考えていくべきだ」と語った。「（振興策が）熟していないのであれば、振興額が減る可能性もある」とも指摘した。
　政府は、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）移設問題と沖縄振興を関連付けない姿勢を転換し、これらをリンクさせる立場を明確にしている。鶴保氏が振興費の大台割れに触れたことで、県側の反発を招く可能性がある。　
　沖縄振興費をめぐっては、安倍晋三首相が１３年１２月、当時の仲井真弘多知事に「２１年度までは毎年３０００億円台を確保する」と確約。知事が辺野古移設反対派の翁長雄志氏に代わった１５、１６両年度も３０００億円台を維持している。（時事通信2016/08/09-21:08）
沖縄担当相、知事と初面談　「本当の意味で寄り添う」　振興予算要望に、リンク論なし

琉球新報2016年8月9日 10:25 
　翁長雄志知事と８月の内閣改造で就任した鶴保庸介沖縄担当相が９日午前、県庁で初面談した。翁長知事が「子どもの貧困解消やアジアのダイナミズムを取り入れた発展に向けて、沖縄振興予算の満額確保と税制改正要望の実現をお願いしたい。沖縄の過重な基地負担の軽減にも取り組んでほしい」と要望した。鶴保担当相は「振興のために聖域はないと考えている。しっかり仕事をさせていただきたい。本当の意味で寄り添える形はどういうものか、知事と一緒に考えさせてほしい」と答えた。
　翁長知事から鶴保担当相に沖縄振興予算の確保や子どもの貧困対策の推進など１７項目を盛り込んだ要望書を手渡した。
　鶴保担当相は４日の就任会見時、米軍普天間飛行場移設の作業遅れに関連して「消化できないものを無理やりお口を開けて食べてくださいよでは批判に耐えられない」などと沖縄振興と基地問題をリンクさせる発言をしていたが、翁長知事との面談時、関連する発言はなかった。
【琉球新報電子版】
鶴保担当相「額ありきでない」　沖縄振興予算で県側に

共同通信2016/8/9 12:44
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鶴保庸介沖縄北方相（左）に要望書を手渡す沖縄県の翁長雄志知事＝9日午前、沖縄県庁　鶴保庸介沖縄北方担当相は9日、沖縄県の翁長雄志知事や、県議会の新里米吉議長ら代表者と那覇市で個別に会談した。議長らとの会談で鶴保氏は、今後の沖縄振興予算を巡り「仮に額が減ったとしても、やることはいっぱいあるはずだ。額ありきではない」と述べ、予算減の可能性に改めて言及した。「規制緩和などあらゆる手段を使う」とも指摘した。

　鶴保氏は県議会側に対し、日米合意に基づく米軍基地の返還が遅れた場合、跡地利用の関連予算に影響が出るとして「額が減る場合だってあり得る」と強調。「基地の跡地をどうするかというのも振興策。その意味で基地と振興策はリンクしている」と語った。

沖縄北方相 沖縄振興の在り方で率直に協議を
ＮＨＫ8月9日 11時39分
鶴保沖縄・北方担当大臣は、就任後初めて、沖縄県の翁長知事と会談し、「本当の意味で沖縄に寄り添える形がどういうものか考えたい」と述べ、沖縄の振興の在り方をめぐって、県側と率直に協議したいという考えを伝えました。
鶴保沖縄・北方担当大臣は、就任後初めて、沖縄県を訪れ、県庁で、翁長知事と会談しました。
この中で、翁長知事は、「沖縄振興予算の満額確保と税制改正要望の実現をお願いしたい。また、県民の希望するアメリカ軍基地の整理縮小や過重な負担の軽減に取り組んでいただきたい」と述べました。
そして、来年度も引き続き３０００億円台の沖縄振興予算を確保することや、アメリカ軍普天間基地の移設計画を断念することなどを盛り込んだ要望書を手渡しました。
これに対し、鶴保大臣は、「沖縄振興のために聖域はなく、これからしっかり仕事をさせていただきたい」と述べました。
そのうえで、鶴保大臣は、「『沖縄に寄り添う』という言葉はきれいでかっこいいが、本当の意味で寄り添える形というのがどういうものなのか、翁長知事と一緒に考えたい」と述べ、沖縄の振興の在り方をめぐって、県側と率直に協議したいという考えを伝えました。
長崎原爆の日…金子兜太さんら「不戦の歳時記」　反戦の原点「人間の美しさ」

東京新聞2016年8月10日 朝刊

　長崎原爆の犠牲者の追悼やこれからの平和を考えるトークイベント「不戦の歳時記」が九日、東京大（東京都文京区）で開かれ、俳人の金子兜太さん（９６）や映画監督の高畑勲さん（８０）らが語り合った。

　金子さんは、反戦への強い思いの原点として、二十五歳でミクロネシアのトラック諸島へ出征した時の出来事を話した。

 

	パネルトークで戦争について話す（左から）映画監督の高畑勲さん、俳人の金子兜太さんと黒田杏子さん、哲学者の一ノ瀬正樹さん＝９日、東京都文京区の東京大で
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　手りゅう弾の実験の失敗で軍属の男性工員が倒れた時、死亡は明らかだったのに、仲間の工員たちはとっさに男性を病院へかつぎ込んだ。悲惨な死を目の当たりにした衝撃と同時に、本能的に仲間を助けようとする「人間の美しさ」に打たれ、「人間が、こんな場所で、こんなことで死んでいく戦争は、絶対だめだと悟った」と振り返った。

　高畑さんは「日本が七十一年間、殺し、殺さずに来られたことはすごいことで、無視してはいけない。これからの不戦に生かしていかなければ」と語った。

しんぶん赤旗2016年8月10日(水)

核兵器廃絶実現へ「国際署名」　世界中に運動広げよう　原水爆禁止世界大会　ナガサキデー集会　よびかけ
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（写真）核兵器全面禁止へ草の根運動を広げる決意が語られた原水爆禁止２０１６年世界大会ナガサキデー集会＝９日、長崎市


　長崎は９日、被爆７１年の原爆の日を迎えました。平和公園で開かれた市主催の平和式典には、被爆者とその遺族、市民ら５６００人（同市発表）が参列。田上富久（たうえとみひさ）市長が「長崎平和宣言」を読み上げました。国連欧州本部で核軍縮交渉を前進させる法的な枠組みを話し合う会議が開かれているのは「大きな前進」だとし、「核兵器保有国のリーダーの皆さん、この会議に出席し、議論に参加してください」と呼びかけました。同市では、原水爆禁止２０１６年世界大会・ナガサキデー集会が開かれました。「被爆者とともに、世界のすべての政府に『核兵器のない世界』の速やかな実現のために行動することを訴えます」とした「長崎からすべての国の政府への手紙」（決議）を採択しました。

　長崎市民会館体育館を会場にしたナガサキデー集会には、１５００人（主催者発表）が参加。「ヒバクシャ国際署名」のよびかけ被爆者代表の１人、谷口稜曄（すみてる）さん（日本原水爆被害者団体協議会代表委員）が「核兵器を１発も残してはいけない。国際署名をストックホルムアピール署名のような世界規模の大きな運動に」しようと来賓あいさつしました。

　国際署名推進連絡会事務局でキャンペーンリーダーを務める林田光弘さんがスピーチし、アメリカと一緒になって禁止条約締結の足かせになっている日本政府の立場と態度を批判。「政府の態度を拒否する大きな日本の市民・平和運動を世界に届けよう」と力を込めました。

　大会実行委員会議長団の安斎育郎氏が主催者報告。国連総会や国連核兵器廃絶デー（９月２６日）、国連軍縮週間（１０月２４日～３０日）を節目に国際署名運動などの行動を発展させようと呼びかけました。

　「日本の草の根運動の決意」として、高校生１万人署名活動実行委員会のメンバーと高校生平和大使が登壇。「被爆者の証言を聞ける最後の世代として、核と人類は共存できないと国連で訴えていきます」と訴えると、会場から大きな拍手が起きました。

　舞台からあふれんばかりの福岡の代表団は、用意した英語、中国語、韓国語の署名用紙の威力が発揮されたことを紹介しました。

　参院選熊本選挙区で野党統一候補として活動した阿部広美弁護士があいさつしました。

「核兵器は人類全体の問題」強調　長崎平和宣言を読む
朝日新聞デジタル岡田将平2016年8月9日18時59分

田上富久・長崎市長の平和宣言の後、ハトが放たれた＝９日午前１１時１３分、長崎市、小宮路勝撮影
　《解説》今年の平和宣言の根底にあるのは、核兵器の問題は国と国の関係を超えて、人類全体の問題だという訴えの表明だ。
　５月のオバマ米大統領の広島訪問について、宣言は「自分の目と、耳と、心で感じることの大切さを示した」と訪問自体は評価をした。長崎の被爆者や平和活動にかかわる人らでつくる起草委員会では、演説に核廃絶に向けた具体策がなかったことを指摘する声もあったが、委員長を務める田上市長は「大統領の訪問を未来につなげることこそが大事」との考えで内容についての評価を控えた。
　宣言文では、長崎や広島に限定した言葉ではなく、「人間」という言葉を用い、「原子雲の下で人間に何が起きたのかを知ってほしい」と世界のリーダーや市民に被爆地訪問を呼びかけた。全ての人にとって被爆地訪問が核廃絶の原点になるという考えに基づくものだ。
　現在、国連欧州本部で開会中の核軍縮を巡る作業部会では、立場の異なる国の間で対立が続いている。田上市長は「（核兵器の禁止に向け）前進をしているからこそ、壁にぶち当たっている」と語る。宣言では、対立が続く状態に懸念を表明。「人類」という言葉を３回使って強調し「解決策を見いだす努力を」「持てる限りの『英知』の結集を」と訴えた。（岡田将平）
オバマ氏の広島訪問　長崎市長、未来につなぐ決意

東京新聞2016年8月10日 朝刊

　オバマ米大統領の広島訪問から二カ月余り。歓迎ムードは収まり、被爆者からその演説に批判的な言説も目立つ中、田上富久長崎市長は九日の平和宣言で訪問の意義を強調し、未来につなげる決意を示した。投下国の現職トップと被爆者の交流を広島で間近に見て、過去を乗り越え信頼を築けるとの確信があった。

　▽「感動」削除

　「原爆投下を自然現象のように語り、過ちを認めていない」「核廃絶の道筋を示さなかった」。長崎の被爆者の間でも、広島訪問を批判的にとらえる人は少なくない。

　オバマ氏の訪問を巡っては、平和宣言の文案を練る起草委員会でも意見が分かれた。文案にあった「被爆者と抱き合う姿は多くの人々に感動を与えた」との文言は、委員から「つらい思いにふたをして迎え入れており『感動』の表現は違和感がある」との指摘があり、削られた。

　田上市長は宣言骨子の発表記者会見で「さまざまな評価があるが、今後にどうつなげるかが重要だ」と説明した。

	平和祈念式典で、平和宣言を読み上げる長崎市の田上富久市長＝９日、長崎市の平和公園で
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　▽立場超え

　田上市長の念頭にあったのは、宣言から「感動」との表現を削った、オバマ氏と被爆者の抱擁の場面だ。

　五月二十七日の広島市の平和記念公園。被爆者の森重昭さん（７９）が被爆した米兵捕虜の研究についてオバマ氏に語り感極まって言葉に詰まると、オバマ氏は気持ちをくみ取ったかのように感謝の言葉を言い抱きしめた。臨席した田上市長は「立場を超えた心の交流だった」と話す。

　▽国の前に人

　核軍縮に関する国連作業部会では現在、核兵器禁止条約を巡る議論が続くが、核保有国は不参加で「核の傘」に頼る日本も制定に反対の立場だ。

　田上市長は「被爆七十一年でようやく核禁止の論議まできたが、議論が進んだがゆえ意見の違いは鮮明になっている」と危機感をにじませる。

　国家間の不信に根ざす核開発競争の流れは断ち切れるか。「市民が違いを理解し合うことが、国同士の信頼関係を築く礎となる」。平和宣言を読み上げる言葉に力がこもっていた。

しんぶん赤旗2016年8月10日(水)

平和式典　“未来を壊さぬため　全ての英知結集を”　田上市長が平和宣言
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（写真）核兵器廃絶への強い思いが語られた長崎市主催の平和式典＝９日、長崎市の平和公園


　長崎市の平和式典で、平和宣言を行った田上市長は、「核兵器保有国では、より高性能の核兵器に置き換える計画が進行中です。このままでは核兵器のない世界の実現がさらに遠のいてしまいます。今こそ、人類の未来を壊さないために、持てる限りの『英知』を結集してください」と呼びかけました。

　「日本政府は、核兵器廃絶を訴えながらも、一方では核抑止力に依存する立場をとっています」と「矛盾」を指摘。「矛盾を超える方法として、非核三原則の法制化とともに、核抑止力に頼らない安全保障の枠組みである『北東アジア非核兵器地帯』の創設を検討してください」と要求しました。

　「ふたたび戦争をしないために、市民社会の一員である私たち一人ひとりにも、できることがあります」「市民社会の行動は、一つひとつは小さく見えても、国同士の信頼関係を築くための、強くかけがえのない礎となります」と強調しました。

　「被爆者代表」として井原東洋一（とよかず）さんが「平和への誓い」を読み上げました。「私たち被爆者は、『武力で平和は守れない』と確信し、核兵器の最後の一発が廃棄されるまで、全世界の核被害者や、広島、福島、沖縄のみなさんと強く連帯します」

　両氏の訴えに、長くおおきな拍手がおくられました。

　式典には、日本共産党代表団として田村智子副委員長（参院議員）らが参加し、田村氏が献花しました。

被爆者代表・井原さん、オバマ氏演説にがく然　「原爆は落ちたのではない」

東京新聞2016年8月9日 夕刊

	 平和祈念式典で、「平和への誓い」を読み上げる被爆者代表の井原東洋一さん＝９日午前、長崎市の平和公園で
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　長崎は九日、原爆投下から七十一年を迎えた。五月のオバマ米大統領の広島訪問から初めて迎えた「原爆の日」。被爆者は今も戦争の「加害」と「被害」に向き合い続けている。改憲など政府の姿勢への懸念表明がこの数年続いている、平和祈念式典での被爆者代表の「平和への誓い」では今年も、安保法廃止の訴えが盛り込まれた。　

　オバマ米大統領が広島訪問の演説で、原爆が空から落ちてきたと表現したことに、九日の平和祈念式典で被爆者代表を務めた井原東洋一（とよかず）さん（８０）はがくぜんとした。

　「落ちたのではない。米国が、落としたんだ」

　広島に投下された原爆はウラン型、長崎に落とされたのはプルトニウム型。この違いに疑念を抱き続けてきた。式典で読み上げた「平和への誓い」で、「二種類の原爆による実験ではなかったのか」と思いをぶつけた。

　九歳の時、爆心地から約六・五キロの自宅近くで、まきを集めるため大木の枝切り中に爆風で吹き飛ばされた。気を失ったが、大きなけがをせずに済んだ。

　だが、爆心地付近で負傷し搬送されてきた人々を手当てし続けた母親は、終戦から七年後に亡くなった。「原因が分からなかった。今思えば、体がだるくなる『原爆ぶらぶら病』に似ていた」

　高校卒業後、電力会社の組合幹部を経て、長崎市議に。三十代前半から平和運動に身を投じた。十年前からは被爆者団体「長崎県被爆者手帳友の会」の会長として、長崎の反核運動を引っ張った。

　「平和への誓い」では、原爆被害を一方的に訴えるだけでなく「日中戦争や太平洋戦争などで日本が引き起こした加害の歴史を忘れていない」との言葉も盛り込んだ。政府に対しては、憲法に反する安全保障関連法を廃止し、米国の「核の傘」に頼らぬよう訴えた。

　スウェーデンの平和問題研究機関の推計では、今なお約一万五千発の核弾頭が世界に残るとされる。「長崎を最後の被爆地に」。全ての核兵器がなくなるまで、諦めずに叫ぶことを、自分に誓っている。

長崎原爆７１年「核の傘」脱却を　「被爆者だからこそ言わねば」

東京新聞2016年8月10日 朝刊

　長崎は九日、被爆から七十一年の原爆の日を迎え、長崎市の平和公園で原爆犠牲者慰霊平和祈念式典が営まれた。原爆投下時刻の午前十一時二分、約五千六百人の参列者らが黙とう。「平和への誓い」を読み上げた被爆者代表の井原東洋一（とよかず）さん（８０）は、安倍晋三首相の前で安全保障関連法制廃止を訴え、核兵器禁止条約に消極的な政府へのいらだちを表明。式典前には「被爆者だからこそ、言わねばならない」と語っていた。

　被爆者が長年訴えてきた核兵器禁止条約は、世界の非核保有国の多くが賛同している。しかし、米国の核抑止力「核の傘」に依存する日本政府は賛同に踏み切れない。「このままでは唯一の戦争被爆国としての名誉が守られない」。井原さんは、日本が核兵器禁止の動きに先進性を示すことこそ、被爆国のあるべき姿だと訴えた。

　長崎と広島への原爆の投下は、普段から「二度の人体実験」と批判している。五月に広島を訪問したオバマ米大統領に対しては、最後の被爆地・長崎訪問を呼び掛けた。

　小学四年の時、長崎市田中町の山中で被爆した。救護活動に加わった母と兄、姉を原爆症で失った。被爆者運動に携わり、昨年まで二十八年間、長崎市議を務めた。

　この日の平和への誓いでは、世界の人々に届いてほしいと、最後は英語で締めくくった。「ナガサキ　マスト　ビー　ザ　ラスト（長崎を最後の被爆地に）」

◆死は米が落としたのに　オバマ氏演説表現に違和感

　「平和への誓い」を読み上げた被爆者代表の井原東洋一さんは、オバマ米大統領が五月の広島訪問で「空から死が落ちてきた」と演説したことに触れ、「広島のウラン型原爆に対し長崎にはプルトニウム型原爆が投下され、二種類の原爆による実験ではなかったのか」と憤りをぶつけた。

　オバマ氏は広島での演説で「七十一年前、雲一つない明るい朝、空から死が落ちてきて、世界は変わった」と述べた。しかし、井原さんは「落ちたのではない。米国が落としたんだ」とがくぜんとしたという。

　こうした思いを抱いたのは、井原さんだけではない。日本原水爆被害者団体協議会（被団協）は六月の定期総会で、オバマ氏の広島演説について「米国の責任を回避する表現があり、具体的な課題の提起もなかった」と批判する総会決議を採択した。

　決議はオバマ氏の演説について「人の心を打つような言葉が盛り込まれていた」と一定の評価を示した一方で、演説中にあった「空から死が落ちてきた」との表現を「あたかも自然現象のようだ」と批判。総会後の記者会見で田中熙巳（てるみ）事務局長（８４）は「許せない。死をつくったのだ」と語っていた。

◆オバマ米大統領　広島演説冒頭
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７１年前、雲一つない明るい朝、空から死が落ちてきて、世界は変わった。
「平和への誓い」で安保法制に反対訴え　被爆者代表
朝日新聞デジタル山野健太郎2016年8月9日16時00分
　被爆者代表による「平和への誓い」は、長崎県被爆者手帳友の会の井原東洋一（とよかず）会長（８０）が読み上げた。被爆時は９歳。爆心から６・５キロの山中に母とたきぎを取りに行っていた。
《巨大な火の玉に目がくらみ、耳をつんざく大音響と猛烈な爆風で吹き飛ばされ気を失いました》
　翌日から救護活動に参加した母やきょうだいから惨状を聞いた。その母は、やがて歯茎から血を流すようになり、入退院を繰り返した末に７年後に亡くなった。
　井原さんは戦後、労働運動に携わり、「被爆地域」と認定される地域を広げる活動に力を入れた。１９８７年に長崎市議に、２００６年には県被爆者手帳友の会の会長になり、被爆者援護の充実を求めて非核運動に携わってきた。
　安倍政権が進めてきた集団的自衛権の行使容認や安全保障関連法の整備といった政策には、他の被爆者団体とも連携し反対し続けてきた。「原爆の悲惨さを知る被爆者として、核兵器が使われないように戦争を避けようと訴えるのは当然のこと」。国会と日本政府に対し、強く訴えかけた。
　《憲法に反する安全保障関連法制を廃止し、アメリカの核の傘に頼らず、核保有国に核兵器の先制不使用宣言を働きかけるなど、核兵器禁止のための名誉ある地位の確立を》
　「平和への誓い」で政治的な主張をすることに賛否があることは理解している。しかし「被爆者が言わなくて誰が言うのか」。（山野健太郎）
「体験者」の救済要請＝被爆者団体、安倍首相と面談－長崎
　長崎の被爆者５団体は９日午後、長崎市内のホテルで安倍晋三首相らと面会し、原爆投下時に爆心地から１２キロ以内にいながら国の指定地域外を理由に被爆者と認められていない「被爆体験者」の救済などを要請した。


長崎県被爆者手帳の会の井原東洋一会長から要望書を受け取る安倍晋三首相（左端）＝９日午後、長崎市
　長崎県平和運動センター被爆者連絡協議会の川野浩一議長（７６）は、指定地域の拡大も求めた上で、３月施行の安全保障関連法について「平和憲法を無視した安保法制は絶対認めない」と強調した。
　同席した塩崎恭久厚生労働相は「科学的知見がなく、拡大は困難」と回答。安倍首相は安保法制について「不戦の誓いを守り抜き、戦争を未然に防ぐものだ」と理解を求めた。
　川野さんは面会後、「被爆者も被爆体験者も８０歳を超えており、政治的な決着を求めたが受け付けられなかった」と憤った。（時事通信2016/08/09-16:19）
「戦争反対の声、未来に」＝犠牲者追悼、浦上川で万灯流し－長崎原爆忌


爆心地付近を流れる浦上川で行われた、平和へのメッセージなどが書かれた灯籠を浮かべる「万灯（まんとう）流し」＝９日夜、長崎市
　原爆投下から７１年を迎えた９日夜、長崎市の爆心地付近を流れる浦上川で、灯籠を浮かべる「万灯（まんとう）流し」が行われた。約１２００個の灯籠が周囲を照らし、参加者らは「戦争反対の声を未来に」と願いを込めた。
　原爆投下後の浦上川には、多くの被爆者が水を求めて集まり、亡くなった。「核兵器廃絶」「子供たちに平和な未来を」と書かれた灯籠が川を流れ、参加者らは犠牲者を追悼した。
　大阪市の小学校教諭布村千緋蕗さん（２４）は「事実を知らないといけない」と初めて訪れた。「子どもたちにしっかり学んでほしい。戦争がいけないという声が未来につながってほしい」と話した。
　近所に住む田中耕三さん（８０）は、３８年前から毎年参加している。灯籠を持って川沿いに並んでいる６歳の孫を温かい目で見守りながら、「こういう平和な世界がずっと続いてほしい」と語った。母親が被爆したという長崎市の女性（５５）は「年月がたっても、同じ過ちを繰り返してほしくない」と訴えた。（時事通信2016/08/09-20:39）
「被爆者の思い受け継ぐ」＝長崎市内、慰霊の祈り－長崎原爆忌


爆心地を示す碑を囲み、「人間の鎖」をつくる高校生ら＝９日午前、長崎市の平和公園
　被爆から７１年目を迎えた９日、長崎市内では早朝から多くの人が手を合わせた。爆心地を示す慰霊碑の周りでは、核兵器の廃絶を訴える高校生ら約１５０人が手をつないで「人間の鎖」をつくり、「被爆者の思いを次の世代に受け継ぐ」と決意を新たにした。
　高校生らは午前６時ごろから集まり、黙とうした後、碑を囲んで手を取り合った。
　被爆体験を語り継ぐ「長崎の証言の会」代表委員だった故広瀬方人さんの孫ないるさん（２１）は、祖父の写真を手に参加。「被爆３世として自覚を持ち、（原爆投下の事実を）発信していきたい」と話した。県立長崎北陽台高校１年の溝上大喜さん（１６）も「若い世代で平和に一歩でも近づけるように努力したい」と力を込めた。


平和祈念像に向かって手を合わせる原爆犠牲者の遺族の女性＝９日午前、長崎市の平和公園
　平和公園にも多くの人が訪れた。同市葉山に住む草野康子さん（７０）は母親の胎内で被爆した。米国のオバマ大統領の広島訪問に触れ、「オバマ大統領だけでなく、多くの国に長崎の思いを伝えたい」と語った。
　７歳で被爆したという男性（７８）は、原爆の炎で空が赤く染まっていた光景が忘れられないという。「原爆は二度と落としてほしくない。平和でいないといけない」と訴えた。（時事通信2016/08/09-12:40）
核なき世界へ英知を＝保有国首脳に訪問要請－７１回目、長崎原爆の日


平和祈念式典で、長崎市の田上富久市長（右から２人目）の平和宣言とともに放たれたハト＝９日午前、長崎市松山町の平和公園
　長崎は９日、７１回目の原爆の日を迎え、爆心地に近い長崎市松山町の平和公園で、市主催の平和祈念式典が営まれた。田上富久市長は平和宣言で、５月のオバマ米大統領の広島訪問に触れ、核兵器保有国の首脳に被爆地訪問を要請。核廃絶に向け「今こそ持てる限りの英知を結集してほしい」と呼び掛けた。
　式典には、被爆者や遺族、安倍晋三首相らが参列し、犠牲者の冥福を祈った。米ロ、中国、インドなど核兵器を保有する８カ国全てを含めた５３カ国の代表も参加した。
　犠牲者に水と花輪をささげ、原爆投下時刻の午前１１時２分、鐘の音に合わせ１分間黙とう。遺族らが７月末までの１年間で新たに死亡が確認された３４８７人の名前を記した原爆死没者名簿４冊を奉納した。死没者数は１７万２２３０人となった。
　田上市長は「オバマ大統領は、自分の目と耳、心で感じる大切さを世界に示した。世界中の皆さんが長崎や広島に来て、原子雲の下で人間に何が起きたか知ってください。それが核兵器のない未来を考えるスタートラインだ」と強調した。
　また、ジュネーブで開かれている国連の新たな核軍縮作業部会を「大きな前進」と評価する一方、核保有国が出席せず、核抑止と核兵器禁止で参加国の主張が対立している現状に懸念を表明。保有国に議論への参加を求めるとともに、各国政府やＮＧＯなどに対し、「核兵器廃絶に向けた法的な議論を決して絶やしてはならない」と訴えた。
　日本政府に対しては、被爆者援護の充実に加え、非核三原則の法制化と核抑止力に頼らない安全保障の枠組み「北東アジア非核兵器地帯」創設の検討を求め、「唯一の戦争被爆国として行動に移すリーダーシップを発揮してほしい」と述べた。
　安倍首相は「核兵器国と非核兵器国の双方に協力を求め、世界の指導者や若者に被爆の実態に触れてもらい、核兵器のない世界に向け努力を積み重ねる」とあいさつした。（時事通信2016/08/09-11:39）
長崎被爆７１年、安倍首相のあいさつ全文　平和祈念式典
朝日新聞デジタル2016年8月9日11時59分
　本日、被爆７１周年、長崎原爆犠牲者慰霊平和祈念式典に当たり、原子爆弾の犠牲となられた数多くの方々の御霊（みたま）に対し、謹んで、哀悼の誠を捧げます。
　そして、今なお被爆の後遺症に苦しまれている方々に、心からお見舞いを申し上げます。
　今から７１年前の今日、この地に投下された原子爆弾によって、当時、７万ともいわれる、幾万の貴い命が一瞬にして失われました。惨禍の中、一命をとりとめた方々にも、言葉にできない苦しみをもたらしました。
　しかし、市民の皆様の並々ならぬ御努力によって、長崎は焦土から立ち上がり、長い歴史が息づく国際文化都市として、見事に発展を遂げられました。
　被爆７０年の昨年１１月には、パグウォッシュ会議世界大会がここ長崎で開催され、「長崎を最後の被爆地に」という長崎宣言が国際社会に発信されました。
　本年５月、オバマ大統領が、米国大統領として初めて、広島を訪れました。核兵器を使用した唯一の国の大統領が、被爆の実相に触れ、被爆者の方々の前で、核兵器のない世界を追求する、そして、核を保有する国々に対して、その勇気を持とうと、力強く呼びかけました。
　Ｇ７外相会合の「広島宣言」とともに、「核兵器のない世界」を信じてやまない長崎及び広島の人々、そして、日本中、世界中の人々に大きな希望を与えたものと確信しております。
　７１年前に広島及び長崎で起こった悲惨な経験を二度と繰り返させてはならない。そのための努力を絶え間なく積み重ねていくことは、今を生きる私たちの責任であります。
　唯一の戦争被爆国として、非核三原則を堅持しつつ、核兵器不拡散条約（ＮＰＴ）体制の維持及び強化の重要性を訴えてまいります。
　核兵器国と非核兵器国の双方に協力を求め、また、世界の指導者や若者に被爆の悲惨な実態に触れてもらうことにより、「核兵器のない世界」に向け、努力を積み重ねてまいります。私は、新たな一歩を踏みだす年に、この地長崎において、世界恒久平和の実現に向けて力を尽くすことを改めてお誓い申し上げます。
　被爆者の方々に対しましては、「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、保健、医療、福祉にわたる総合的な援護施策の充実を行ってまいりました。高齢化が進む被爆者の方々の実情を、今後もしっかりと踏まえながら、援護施策を着実に推進してまいります。
　特に、原爆症の認定につきましては、一日も早く結果をお知らせできるよう、できる限り迅速な審査に努めてまいります。
　結びに、永遠の平和が祈られ続けている、ここ長崎市において、原子爆弾の犠牲となられた方々のご冥福と、ご遺族並びに被爆者の皆様のご多幸をお祈り申し上げるとともに、参列者並びに長崎市民の皆様のご平安を祈念いたしまして、私の挨拶（あいさつ）といたします。
　平成２８年８月９日
　内閣総理大臣　安倍晋三
別府署隠しカメラ問題、オンブズマン情報公開請求 
大分合同新聞2016年8月9日夕刊


別府署の隠し撮り問題に絡み、情報公開請求をしたおおいた市民オンブズマンの永井敬三理事長（右から２人目）ら＝９日、県庁




　参院選の野党候補を支援する団体が入る別府市内の建物敷地に、別府署員が無断でビデオカメラを設置し隠し撮りをしていた問題を受け、おおいた市民オンブズマンは９日、県警などにカメラの設置目的などを明らかにするよう求める情報公開請求をした。共産党県委員会も同日、県警に「憲法と民主主義に反する断じて許されない行為」と抗議した。問題が表面化して１週間。実態解明を求める動きが広がっている。
　オンブズマンは県庁で情報公開請求書を提出。カメラの設置に至った計画の立案書や、設置を命じた人物、捜査に絡む令状の有無などを明らかにするよう県警に要求した。他にも同様の隠し撮りがないかを確認するための文書も請求した。併せて、県公安委員会に問題の発覚後に講じた措置を情報公開するよう求めた。
　永井敬三理事長は「捜査で肖像権やプライバシー権を侵害している恐れがある。違法性が疑われる捜査である以上、県警は説明責任を果たすべきだ。捜査上の秘密という理由だけで非公開とするようでは納得できない」としている。公開された文書に基づき、不当違法な支出があれば、住民監査請求を検討する。
　県警本部には共産党県委員会の林田澄孝委員長や堤栄三県議ら５人が訪問。抗議・申し入れは非公開で、県警側は中津留三次警務部参事官ら３人が応対した。
　抗議・申し入れ書では「建造物侵入や肖像権の侵害、政治活動の自由、思想信条の自由などを蹂躙（じゅうりん）する重大な違法捜査であることは明確。署長や刑事官の指示もあり、組織的犯行と言わざるを得ない」と指摘。事件の経過と真相について県民と県議会への明確な説明を求めた。
　同委員会によると、県警側は「県警本部は指示しておらず知らなかった」「無断で立ち入ったことは不適切だった。捜査の妥当性も調査している」「刑事罰や内部処分を含め、署長らも調べている」「調査が終わり次第、県議会に報告し、県民にも公表する」などと答えたという。
　林田委員長は「１９８６年には神奈川県警による電話盗聴事件が発覚するなど、警察の違法捜査の根は深い。二度と同様の事件を起こしてはならない」と話した。
　県警などによると、隠しカメラは参院選の公示前の６月１８日に設置された。建物は、同党など野党３党が推す候補の支援団体が使用していた。
しんぶん赤旗2016年8月10日(水)

盗撮の真相明らかにせよ　共産党　大分県警に抗議・申し入れ

　７月の参院選で、野党統一候補や社民党の支援拠点が置かれた大分県別府市の建物敷地に県警別府署員が無断でビデオカメラを設置し、建物に出入りする人たちを隠し撮りしていた問題で、日本共産党大分県委員会は９日、抗議と真相の解明を松坂規生県警本部長あてに申し入れました。

　申し入れは県警側の要請により非公開とされ、林田澄孝県委員長と堤栄三県議が記者会見しました。

　林田氏は、別府署の行動は憲法の保障する政治活動の自由、思想信条の自由など基本的人権をじゅうりんする重大な違法捜査であり、「不適切な行為だった」として済まされる問題ではないと抗議。「県警に対して事件の経緯、目的を県民と県議会に明らかにするよう求めた。県警側は、盗撮について『県警本部は指示していない』『別府署長を含め、刑事事件、内部処分の対象となり得るのかなども調査中だ』『結果が出ればすみやかに議会に報告し県民に説明する』などと答えた」と述べました。

　林田氏は「戦争法強行以降、国民を監視し、言論活動を抑圧する流れが強まっていることと無関係ではない。隠し撮りも何らかの目的があっての情報収集としか考えられない」と指摘。堤県議は「９月議会で追及していく」と語りました。

　同事件をめぐっては民進党が県連内に事件解明チームを設置、社民党県連も議会で追及する構えです。

弁護士の年収低下　新人は５年前比210万円減 
日経新聞2016/8/9 21:16
　法務省の調査で2015年の新人弁護士の平均年収は568万円となり、５年前の10年に比べ210万円減ったことがわかった。新人ばかりではなく、全体的に弁護士の平均年収は低下傾向にある。収入源だった消費者金融への過払い金返還請求の業務が一巡したほか、法曹人口の拡大で「弁護士余り」の状況が続いていることも背景にあるとみられる。
　15年の弁護士の平均年収調査は、法務省が日弁連などの協力を得て今年３月に実施。弁護士２万1313人に調査票を送り、7912人から回答を得た（回収率37％）。
　登録１～15年目の平均年収を分析。１年目は568万円で、10年の778万円よりも27％減った。登録５年目は1412万円で、同じく754万円（35％）下がった。登録10年目は2251万円、登録15年目は3085万円となり、それぞれ406万円（15％）、617万円（16％）減った。
　年収２千万円を超えた時期は10年は登録５年目だったが、15年は登録10年目で、弁護士が以前ほど稼げない実態が浮き彫りになった。
　法務省は15年と10年の平均年収について「調査回答率が異なるため単純比較はできない」としつつも、10年は過払い金の返還請求などの債務整理案件がピークを迎えており、「その反動が出た」と分析している。
　最高裁は06年、利息制限法の上限金利（年15～20％）と出資法の上限金利（29.2％）の間の「グレーゾーン金利」を原則無効と判断。債務者が利息制限法を超えて払った金利は過払い金となった。借り手が貸金業者から取り戻す動きが急増し、相談や訴訟などを担う弁護士にとって重要な収入源の一つだった。
　一方で背景に「弁護士余り」を指摘する声もある。15年の弁護士数は３万6466人で、10年よりも7638人（26％）増えている。
　政府は02年、法曹人口の拡大を目指し、司法試験の年間合格者数の目標を３千人とする司法制度改革の閣議決定をした。しかし、弁護士の活動領域が想定よりも広がらなかった。若手が法律事務所に入れないなどの問題も起き、政府は13年に目標を撤回した。
　日本弁護士連合会は「法的需要が伸びない中で弁護士の供給が増えたことも収入低下の一因だ」としている。
産経新聞2016.8.3 23:40更新 
【内閣改造】金田勝年法相、死刑執行は「やむを得ない」

記者会見する金田勝年法相＝３日夜、首相官邸 
　３日の内閣改造で初入閣した金田勝年法相（６６）が同日、記者会見し、死刑制度について「罪責が著しく重大な凶悪犯罪には死刑を科すこともやむを得ないと考える。廃止は適当ではない」と述べた。国際テロ対策などに有効だとして必要性を指摘する声もある共謀罪の創設については「慎重にあり方を検討する必要がある。今の段階では未定だ」とするにとどめた。
　また、法務行政に対する印象については、「一見地味に見えるが、国民誰しも関わりのある重要な部分を担っている」との感想を述べた。
